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１ 土地改良制度の概要

区分 事業参加資格者

自
作
地

所有者

（＝耕作者）

小
作
地

原則：使用収益権者
（＝耕作者）

（例外：農業委員会の承認が
あった場合は所有者とすること
が可能）

・土地改良事業は、農業者の同意と申請に基づき実施することが原則（国又は都道府県が事業主体となり土地改良事業
を実施する場合も、農業者の同意、申請等の手続を経て実施。）。また、その公共性・公益性から、事業参加資格者の
３分の２以上の同意により、強制的に事業を実施することが可能。

・土地改良事業の内容は、かんがい排水施設等の整備のほか、区画整理（いわゆる「ほ場整備」）、災害復旧等。

・土地改良事業の参加資格者は、原則として耕作者（所有者と耕作者が異なる場合には、農業委員会の承認を得て所有
者とすることも可能。）。

農業者の同意・申請

土地改良事業は、原則として、受益農
業者の同意、申請に基づき実施。

土地改良事業は、事業参加資格者（受
益農業者）の３分の２以上の同意があれ
ば、強制的に事業を実施し、費用負担さ
せることが可能。

土地・水系のつながりのある一定の地域内の
土地を事業受益地とする。

土地改良法の原則

社会資本の形成を行うものであるが、農業者の
私的財産である農用地に利益を及ぼし、その対
価として農業者も費用負担。

３分の２強制

土地改良事業の種類

・土地改良施設（かんがい排水施設、農業

用道路等）の新設、更新、管理等

・区画整理（土地の区画形質の変更。いわ

ゆる「ほ場整備事業」）

・災害復旧

・交換分合

等

事業参加資格者

地域の事業参加資格者15人以上（申
請人）が計画概要等を策定

事業参加資格者の同意取得(３分の２
以上)

申請人から県へ事業実施の申請

都道府県が事業主体となり事業計画
を策定

事業計画の公告・縦覧

計画確定

事業実施

都道府県営事業の手続の流れ

１

農

用

地



２ ほ場整備事業の同意状況

農家毎のほ場の条件や営農状況が異なっており、工事の実施に

先立ち、ほ場の整備条件（例：ほ場の表土の質、水路・取入口の

位置・高さ、畦畔の高さ）について、あらかじめ各農家の理解を得

ておく必要があること。

事業により整備されるかんがい排水路、農道等の施設の適切か

つ円滑な施設管理を行うためには、日々の管理を担う各農家の理

解と協力を得ておく必要があること。

水路の整備により、従来からの水利慣行が変更される場合には、

これに伴う新たな水配分について地域農家の合意を得ておく必要

があること。

事業に伴う農家の負担金を円滑に徴収する必要があること。

同意率 地区数

平成２４年度

１００% ７５地区（７０%）

９５～１００% ２７地区（２５%）

９０～９５% ５地区（５%）

９０%未満 ０地区（０%）

平均：９９% 合計：１０７地区

平成２５年度

１００% ４４地区（６５%）

９５～１００% ２１地区（３１%）

９０～９５% ２地区（３%）

９０%未満 １地区（１%）

平均：９９% 合計：６８地区

平成２６年度

１００% ３９地区（６５%）

９５～１００% １４地区（２３%）

９０～９５% ６地区（１０%）

９０%未満 １地区（２%）

平均：９８% 合計：６０地区

３カ年平均

１００% １５８地区（６７%）

９５～１００% ６２地区（２６%）

９０～９５% １３地区（６%）

９０%未満 ２地区（１%）

平均：９９% 合計：２３５地区

都道府県営のほ場整備事業の同意状況 事業主体が可能な限り多くの同意を得ようとする理由として考え
られるもの

２

・土地改良事業は、事業参加資格者の３分の２以上の同意があれば実施可能であるが、実態としては、都道府県営のほ
場整備事業の場合、平均９９%の同意により実施されている状況。

・これは、ほ場整備等の工事や、事業実施後の施設管理、負担金徴収等が円滑に進むようにするためには、可能な限り
多くの同意を得ておくことが望ましいという事情があることによるものと思料。


